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資源エネルギー環境部 カーボンニュートラル推進課

GX実現に向けた国の取組、およびバイオマスに

おけるFIT／FIP制度について
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カーボンニュートラル

⚫ カーボンニュートラルとは、温室効果ガス（GHG）の排出を全体としてゼロにすること。

– 「排出を全体としてゼロにする」とは、温室効果ガスの「排出量」から植林等による「吸収量」を差し引
いた、合計をゼロにすること（ネットゼロ、実質ゼロと同じ）

– 「温室効果ガス」とは、二酸化炭素（CO2）だけでなく、メタンなどを含む

⚫ 日本の場合、温室効果ガスの8割以上がエネルギー起源CO2（燃料の燃焼、供給された
電気・熱の使用に伴って排出されるCO2）のため、エネルギー分野の取組が重要。

日本の温室効果ガス排出量（2022年度）

⚫ 日本は、2030年度の温室効果ガス 46％削減
（2013年度比）、また、2050年までにカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言。

⚫ 実現には、産業界・消費者・政府など国民各層が
総力をあげて取り組むことが必要。

（出典）国立環境研究所 温室効果ガスインベントリ
2022年度（令和4年度）の温室効果ガス排出量（確報値）より作成

カーボンニュートラルとは

（出典）NEDO Green Japan, Green Innovation WEBサイトより
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代替フロン等4ガス
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GHG排出量
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世界におけるカーボンニュートラル宣言の状況

⚫ 世界では、カーボンニュートラル（CN）目標を表明する国・地域が急増し、そのGDP総計
は世界全体の約90％を占める。

⚫ こうした中、既に欧米をはじめとして、排出削減と経済成長をともに実現するGX（グリーン
トランスフォーメーション）に向けた大規模な投資競争が激化。

⇒ GX投資等によるGXに向けた取組の成否が、企業・国家の競争力に直結する時代に突入



5（出典）第13回GX実行会議資料等を一部加工

GX（グリーントランスフォーメーション）とは

排出

削減

安定供給

経済

成長

• 世界で脱炭素化に向け
た潮流が加速

• GXにより、2030年温室
効果ガス46％削減、
2050年カーボンニュート
ラルの国際公約を実現。

• ロシアによるウクライナ侵略等の影響により、世界各国
でエネルギー価格を中心にインフレーションが発生。

• 化石燃料への過度な依存から脱却し、危機にも強い
エネルギー需給構造を構築。

• GXに向けた大規模な
投資競争が世界規模
で発生

• 日本が強みを有する
GX関連技術を活用
し、経済成長を実現。

⚫ 日本では、産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造から、クリーンエ
ネルギー中心のものへ転換することをグリーントランスフォーメーション（GX）と位置づけ。

⚫ GX推進を通じて、GHGの排出削減、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に
実現すべく、取組を進めていく。

脆弱な
エネルギー
需給構造

CO2
排出

価格高騰
リスク

化石エネルギー中心の従来の日本 クリーンエネルギー中心の日本
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（参考）新たな業界・取引ルール（サプライチェーンでの取組）

⚫ 国内外で、サプライチェーンの脱炭素化とそれに伴う経営全体の変容（GX）が加速。

（出典）Appleの公開情報を基に関東経済産業局作成

https://www.apple.com/jp/newsroom/2022/10/apple-calls-on-global-supply-chain-to-decarbonize-by-2030/
https://www.apple.com/environment/pdf/Apple_Environmental_Progress_Report_2022.pdf

• 2020年7月、2030年までにサプライチェーンも含めたカーボン
ニュートラルを目指すと発表し、サプライヤーがApple製品の製
造時に使用する電力についても2030年までに再生可能エネル
ギー100%を目指す、との目標を掲げた。

• 250社以上のサプライヤーがApple製品の製造にクリーン電力
を使うことを確約。

• サプライヤーへの働きかけの一環として、Apple製品の製造に関
連するスコープ1とスコープ2の排出削減に向けた進捗状況の報
告を求め、毎年の進捗状況の追跡および監査を実施。

米・Apple：2030年までにサプライチェーン脱炭素化

新たな業界・取引ルール

（出典）商工中金「中小企業のカーボンニュートラルに関する意識調査（2021年7月調査）

取引先からの要請状況

海外顧客からの要請状況

（出典）2021年度ジェトロ海外ビジネス調査「日本企業の海外事業展開 に関するアンケート調査」

総排出量
削減貢献量

炭素除去・オフセット
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2050年カーボンニュートラル、GX実現に向けた政府の取組

2021年

2022年

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月26日）

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性（供給サイドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
→2021年3月 NEDOに2兆円のグリーンイノベーション基金造成（2021年3月）

➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ GXリーグ基本構想公表（2月1日経済産業省）→GXリーグ本格稼働（2023年4月～）
➢ GXへの挑戦を行い、持続的な成長実現を目指す企業群や官・学と共に協働する場の提供

✓ GX実現に向けた基本方針（2月10日閣議決定）
➢ 今後10年を見据えた取組の方針をとりまとめ

2023年

✓ GX推進法（5月12日成立）、GX脱炭素電源法（5月31日成立）

✓ 水素基本戦略改定（6月6日 再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議決定）

✓ 水素社会推進法、CCS事業法（いずれも5月17日成立）
2024年

✓ 分野別投資戦略取りまとめ（12月22日経済産業省）

✓ GX推進戦略（7月28日閣議決定）

2025年 ✓ 第7次エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画、 「GX2040ビジョン 脱炭素成長型経済構造移
行推進戦略 改訂」の閣議決定（いずれも2月18日）

✓ NDCを国連へ提出（2月18日）
✓ GX推進法等改正法（5月28日成立）■排出量取引制度の明確化
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（出典）地球温暖化対策計画 概要 https://www.env.go.jp/content/000291668.pdf

次期削減目標（NDC）

「NDC」：Nationally 
Determined 
Contributionの略。
世界の国々がパリ協定にお
いて5年ごとに提出すること
が義務化されている「温室効
果ガスの排出量削減目標」
のこと



9（出展）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
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（出展）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250225001/20250225001-1.pdf
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再エネの最大限導入

政府は、再エネの主力電源化に向けて、FIT/FIP制度などを活用して再エネの最大限導入を実施。
震災以降、約10年間で、再エネ（全体）を約2倍、太陽光は23倍、風力を2倍、バイオマスを2.7倍まで増加させた。
その結果、国土面積あたりの太陽光設備容量は主要国の中で最大級の水準に到達。

2011年度 2023年度 増加率

再エネ
（全体）

10.4％
(1,131kWh)

22.9％
(2,253kWh)

約2倍

太陽光 0.4％ 9.8％ 約23倍

風力 0.4％ 1.1％ 約2倍

水力 7.8％ 7.6％ ー

地熱 0.2％ 0.3％ ー

バイオ
マス 1.5％ 4.1％ 約2.7倍

再エネの導入状況（日本） 国土面積あたりの太陽光設備容量（2023年）
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（出典）外務省HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html）、Global Forest Resources Assessment 2022（http://www.fao.org/3/ca9825en/CA9825EN.pdf）
IEA Renewables 2023、IEAデータベース、2023年度エネルギー需給実績(速報)、FIT認定量等より作成

401億
kWh

http://www.fao.org/3/ca9825en/CA9825EN.pdf
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【参考】2040年度におけるエネルギー需給の見通し

⚫ 2040年度エネルギー需給の見通しは、諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が存在
することを念頭に、複数のシナリオを用いた一定の幅として提示。

2023年度
（速報値）

2040年度
（見通し）

エネルギー自給率 15.2% 3～４割程度

発電電力量 9854億kWh
1.1～1.2兆
kWh程度

電源構成
再エネ 22.9％ 4～5割程度

太陽光 9.8％ 23～29％程度
風力 1.1％ 4～8％程度
水力 7.6％ 8～10%程度
地熱 0.3％ 1～2％程度
バイオマス 4.1％ 5～6％程度

原子力 8.5％ ２割程度
火力 68.6％ ３～４割程度

最終エネルギー消費量 3.0億kL 2.6～2.7億kL程度
温室効果ガス削減割合
（2013年度比）

22.9％
※2022年度実績

73％

（参考）新たなエネルギー需給見通しでは、2040年度73％削減実現に至る場合に加え、実現に至らないシナリオ（61％削減）も参考値として提示。 73％
削減に至る場合の2040年度における天然ガスの一次エネルギー供給量は5300～6100万トン程度だが、61%削減シナリオでは7400万トン程度の見通し。
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再生可能エネルギーFIT制度・FIP制度の概要①

（出展）再生可能エネルギーFIT・FIP制度ガイドブック 2025年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2025_fit_fip_guidebook.pdf
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再生可能エネルギーFIT制度・FIP制度の概要②

（出展）再生可能エネルギーFIT・FIP制度ガイドブック 2025年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2025_fit_fip_guidebook.pdf
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再生可能エネルギーFIT制度・FIP制度の概要③

（出展）再生可能エネルギーFIT・FIP制度ガイドブック 2025年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2025_fit_fip_guidebook.pdf
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再生可能エネルギーFIT制度・FIP制度の概要④

（出展）再生可能エネルギーFIT・FIP制度ガイドブック 2025年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2025_fit_fip_guidebook.pdf
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2025年度以降の調達価格/基準価格と調達期間/交付期間

（出展）再生可能エネルギーFIT・FIP制度ガイドブック 2025年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2025_fit_fip_guidebook.pdf
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2025年度以降のFIT/FIP・入札制度の対象

（出展）再生可能エネルギーFIT・FIP制度ガイドブック 2025年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2025_fit_fip_guidebook.pdf
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バイオマス発電の導入状況
⚫ バイオマス発電については、直近の導入量が7.5GWとなっており、現時点で、2030年目標（8.0GW）に近い水準の導入

が実現している。

⚫ 大規模事業は、2017年度～2018年度頃に再エネ特措法に基づく認定量が急増したが、直近のFIP入札
における入札量がゼロとなるなど、近年では、新規の案件組成が見られない状況が継続している。

⚫ 中小規模事業は、2012年のFIT制度開始以降、地域の木材等を有効に利活用しながら、緩やかに継続的
な導入拡大が進んでいるが、近年では、燃料の需給が逼迫しており、事業の安定継続が課題となっている。

※ 導入量は、FIT前導入量2.3ＧＷを含む。
※ FIT/FIP認定量及び導入量は速報値。
※ 入札制度における落札案件は落札年度の

認定量として計上。

（出典）第71回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会



2040年に向けたバイオマス発電の導入の方向性（案）
⚫ バイオマス発電は、災害時のレジリエンス向上や地域産業の活性化を通じた経済・雇用への波及効果が大きいなど、

地域分散型、地産地消型のエネルギー源として多様な価値を有するエネルギー源である。

⚫ 一方で、発電コストの大半を収集・運搬等の燃料費が占める構造にあることに加え、昨今では燃料需給の逼迫も見られ、事業の安定継続
が課題である。このため、地域の農林業等と連携して燃料の安定調達や燃料費の低減等の課題を克服していく。

⚫ 大規模なバイオマス発電については、安定的かつ持続可能な燃料調達の確保やコスト構造を踏まえた将来的な自立化の可能性が課題とな
っており、直近のFIT/FIP入札の状況を見ると、新規の事業組成は停滞している。この中で、FIT/FIP制度による支援のあり方、FIT/FIP
期間終了後のバイオマス発電事業の継続の確保、kW価値や調整力を有する電源としての活用促進等について検討を進める。

⑴ 国産木質バイオマス燃料の供給拡大

➢ 国産木質バイオマス燃料の供給拡大に向けて、関係省庁が連携し、林地残材等の更なる利用に向けた体制構築、各地域に適した早生
樹や広葉樹等の育林手法等の実証、適正な再造林等を推進する。

⑵ 燃料の安定調達や持続可能性の確保

➢ 燃料の安定調達や持続可能性を確保するため、引き続き、環境、社会・労働、ガバナンス、食料との競合、ライフサイクル
温室効果ガスの排出量等の観点から持続可能性が確保されたバイオマス燃料の利用を求めていく。

⑶ 地域の農林業等との連携

➢ 地域の農林業等と連携し、エネルギー変換効率の高い熱利用・熱電併給の地域内利用を推進するとともに、農山漁村再生エネ法等を通
じたエネルギーの地産地消を積極的に推進し、農林漁業の健全な発展と調和を図りつつ、家畜排せつ物、下水汚泥、食品廃棄物等の
有効利用を進める。

（出典）第71回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会 21
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三井農林株式会社（東京都港区）
ー紙パッケージへの変換や燃料のLNG化による脱炭素の促進ー

企業
概要

事業内容 茶製品の製造販売、茶系飲料の原材料供給など

設立 1974年 資本金 94億6000万円 従業員 480名

（出典）企業ホームページ、ヒアリング結果に基づき関東経済産業局が作成

取組の経緯

カーボンニュートラルに貢献する取組

経営に与えるインパクト –企業競争力の向上–

今後の取組

◼ 三井物産グループ全体でGHG排出量を2050年まで
にネットゼロとするあり姿。

◼ 持続可能な社会への貢献として脱炭素化を社内でも
強化している。

◼ 須玉工場ではボイラ燃料を重油からLNGに転換。
GHG排出量を1/3削減した。排出すると届出が      
必要な物質が含まれないため、企業の負担も軽減。

◼ 須玉工場では廃棄物のうち、抽出残渣の活用を      
実施し、約1,000t相当をたい肥化している。また、
新たな試みとして、廃棄物のメタン化を開始。

◼ 透明プラスチックを紙パッケージへ転換し、ティーバッグ
フィルターに環境に配慮した生分解素材を使用。プラ
スチック資材を年間平均約50トン削減した。

◼ クリーンエネルギー（水力発電）を購入・調達することを
検討している。

◼ 廃棄物のたい肥化およびメ
タン化による廃棄物削減、
LED照明による電力消費
削減、LNG転換等による
省エネ効果などが業績や経
費削減、GHG排出量削減
に寄与している。

◼ 紙パッケージ化によって小売
業者から評価を受け、取組
における優位性を確保。

＜須玉工場のLNG設備＞

＜主力商品を紙パッケージへ＞



23（出典）企業ホームページ、ヒアリング結果に基づき関東経済産業局が作成

企業
概要

取組の経緯

カーボンニュートラルに貢献する取組

経営に与えるインパクト –企業競争力の向上–

今後の取組

株式会社ファーマフーズ（京都府京都市）
ー卵殻膜を使用した繊維素材の開発でCO2排出量削減ー

事業内容 機能性食品素材の開発・販売、通信販売事業、バイオメディカル事業

設立 1997年 資本金 20億4300万円 従業員 642名

◼ 未利用資源の活用は社内の基本技術の一つであり、
廃棄物の有効活用が課題であった。

◼ 中長期経営計画にて新規事業領域への進出が掲げ
られており、繊維事業に参入。

◼ 日本で26万トン廃棄されている卵殻からとれる卵殻膜を
使用した繊維素材(ovoveil)を開発。これによりTシャツ
1枚あたり、卵殻100個分を燃やした際に発生する
300g-CO2を削減。

◼ 卵殻膜は美肌・健康機能を持つ機能性繊維である。
ovoveilは動物性繊維に似たやわらかな風合いであること
から、シルクやカシミヤの代替素材としても注目されている。

◼ 卵殻膜を用いた他製品の開発も行っており、大学と共同
で研究開発を進め、蓄電素子の材料や植物の成長促進
剤としても期待されている。

◼ 繊維中の卵殻膜の含有率は10％であるが、卵殻膜を30%含有
した新繊維の技術開発。

◼ さらなるアップサイクル素材の開発および市場浸透。

◼ 卵殻膜繊維を使用した衣服の削減貢献量の算定。

◼ サステナブルなものづくりへの貢献と将来の市場開拓が評価され
2024年エコプロアワード優秀賞を受賞した。

◼ アパレルメーカーから環境に良い製品に対する問合せが増加した。

◼ 環境に配慮している点がエントリー理由になったという求職者が増加
した。
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お問い合わせ先

関東経済産業局 資源エネルギー環境部
カーボンニュートラル推進課

bzl-kanto-cn@meti.go.jp
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